
令和８年度第１回丸亀市国民健康保険運営協議会次第 

 

           令和８年７月２３日（木）午後２時００分～ 

              丸亀市役所 庁舎２階 ２０１・２０２会議室 

 

１．開 会 

 

２．会長あいさつ  

 

３．議 事 

 

 （1）会議録署名委員の指名 

 

 （2）報告事項 

   ・報告第１号 令和７年度丸亀市国民健康保険特別会計決算について 

・報告第２号 令和７年度丸亀市国民健康保険診療所特別会計決算について 

・報告第３号 葬祭費（国民健康保険）支給額の県内統一について 

・報告第４号 健康保険法等の一部を改正する法律の成立について 

・報告第５号 丸亀市国保特定健診について 

 

４．その他   

  (1) 子ども・子育て支援金について 

  (2) 第３期データヘルス計画の中間見直しについて 

 

５．閉 会 

 

 

 



【歳入】 （単位：千円）  【歳出】 （単位：千円）  

科　　目
令和６年度
予算現額

令和６年度
決算額

令和７年度
予算現額

令和７年度
決算額

対前年度
決算差引額

対前年度
決算対比

科　　目
令和６年度
予算現額

令和６年度
決算額

令和７年度
予算現額

令和７年度
決算額

対前年度
決算差引額

対前年度
決算対比

１　国民健康保険税 1,816,400 1,883,878 1,877,580 1,893,742 9,864 100.5% １　総 務 費 216,201 200,555 225,029 203,733 3,178 101.6%

     一 般 分 1,816,260 1,883,760 1,877,520 1,893,729 9,969 100.5% 　　　総務管理費 151,773 138,088 152,853 138,665 577 100.4%

     退 職 分 140 118 60 13 ▲ 105 11.0% 　　　徴  税  費 64,050 62,280 71,748 64,744 2,464 104.0%

２　一部負担金 2 0 1 0 0 — 　　　運営協議会費 378 187 428 324 137 173.3%

３　使用料及び手数料 900 956 360 427 ▲ 529 44.7% ２　保 険 給 付 費 9,043,134 8,255,710 8,928,728 8,114,915 ▲ 140,794 98.3%

４　国庫支出金 0 148 860 858 710 579.7% 　　　一般給付費 8,959,285 8,195,609 8,850,000 8,055,798 ▲ 139,811 98.3%

子ども・子育て支援事業費補助金 0 0 860 858 858 - 　　　退職給付費 4 0 0 0 0 -

　　　社会保障・税番号制度シス
　　　テム整備補助金

0 148 0 0 ▲ 148 0.0% 　　　移  送  費 51 0 50 0 0 -

５　療養給付費交付金 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 　　　小計（県普通交付金） 8,959,340 8,195,609 8,850,050 8,055,798 ▲ 139,811 98.3%

６　県 支 出 金 9,108,681 8,359,423 9,058,641 8,237,526 ▲ 121,897 98.5% 　　　審査支払手数料 28,494 26,612 28,578 25,286 ▲ 1,326 95.0%

　　保険給付費等交付金 9,107,646 8,358,388 9,058,641 8,237,526 ▲ 120,862 98.6% 　　　出産育児一時金 45,000 25,039 40,000 27,682 2,643 110.6%

　　　・普通交付金 8,959,340 8,203,192 8,897,000 8,079,625 ▲ 123,567 98.5% 　　　葬  祭  費 10,000 8,450 10,000 6,150 ▲ 2,300 72.8%

　　　・特別交付金 148,306 155,196 161,641 157,901 2,705 101.7% 　　　傷病手当金 300 0 100 0 0 -

　　直営診療所補助金 1,035 1,035 0 0 ▲ 1,035 - ３　国保事業費納付金 3,164,174 2,725,967 3,340,739 2,739,914 13,947 100.5%

７　財 産 収 入 2 2 164 164 162 8200.0% 　　　医療給付費分 2,189,885 1,886,592 2,406,247 1,973,472 86,880 104.6%

８　繰 入 金 1,205,539 1,158,941 1,200,761 1,146,236 ▲ 12,706 98.9% 　　　　　・一般被保険者分 2,189,785 1,886,592 2,406,247 1,973,472 86,880 104.6%

　　　保険基盤安定繰入金 623,633 623,634 595,757 595,758 ▲ 27,876 95.5% 　　　　　・退職 　〃 100 0 0 0 0 -

　　　職員給与費等繰入金 207,541 197,670 224,169 200,697 3,027 101.5% 　　　後期高齢者支援金等分 742,342 639,540 704,014 577,420 ▲ 62,120 90.3%

　　　出産育児一時金繰入金 30,000 16,650 26,667 18,658 2,008 112.1% 　　　　　・一般被保険者分 742,312 639,540 704,014 577,420 ▲ 62,120 90.3%

　　   財政安定化支援事業繰入金 167,198 167,198 156,856 156,856 ▲ 10,342 93.8% 　　　　　・退職　〃 30 0 0 0 0 -

　　　直診施設繰入金 67,194 43,873 93,568 70,522 26,649 160.7% 　　　介護納付金分 231,947 199,835 230,478 189,022 ▲ 10,813 94.6%

　　　地方単独事業分繰入金 103,758 103,700 97,027 97,027 ▲ 6,673 93.6% ４　財政安定化基金拠出金 0 0 0 0 0 -

未就学児均等割保険税繰入金 5,062 5,062 4,845 4,845 ▲ 217 95.7% ５　保 健 事 業 費 162,575 116,542 146,271 95,530 ▲ 21,012 82.0%

産前産後保険税繰入金 1,153 1,154 1,872 1,872 718 162.2% 　　　特定健康診査 93,365 63,379 93,440 60,459 ▲ 2,920 95.4%

　　   国保会計収支安定分繰入金 0 0 0 0 0 - 　　　特定保健指導 13,904 7,302 15,411 6,799 ▲ 503 93.1%

９　繰 越 金 1,087,928 1,087,928 615,458 615,458 ▲ 472,470 56.6% 　　　国保保健指導 38,188 31,121 37,420 28,272 ▲ 2,849 90.8%

10　諸 収 入 17,324 43,594 15,821 22,544 ▲ 21,050 51.7% 　　　地域医療費 17,118 14,740 0 0 ▲ 14,740 0.0%

歳  入  合  計 13,236,776 12,534,871 12,769,646 11,916,954 ▲ 617,917 95.1% ６　基金積立金 550,002 550,002 164 164 ▲ 549,838 0.0%

７　諸 支 出 金 97,690 70,636 125,715 93,526 22,890 132.4%

　　償還金及び還付加算金等 10,840 7,893 11,240 5,018 ▲ 2,875 63.6%

　　繰出金(診療所特会拠出金) 86,850 62,743 114,475 88,508 25,765 141.1%

単年度実質収支 ― 77,532 ― 53,878 ― ― ８　予　備　費 3,000 0 3,000 0 0 -

歳入歳出差引額 0 615,458 0 669,173 ― ― 歳  出  合  計 13,236,776 11,919,412 12,769,646 11,247,782 ▲ 671,630 94.4%

※　端数調整により、表内の計算が一致しない箇所があります。

報告第１号　令和７年度 丸亀市国民健康保険特別会計決算について
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【報告第1号】参考資料①

(％)

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

収 納 率
（ ％ ） 88.25 87.72 87.79 89.34 90.28 91.25 92.27 93.65 93.89 93.27 93.82 93.95 93.60 93.40 93.29 93.86
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【報告第１号】参考資料②
　　　　　　　国保事業費納付金の今後の見通しについて

１．事業費納付金とは
県が市町の行う保険給付に要する費用を交付する財源等に充てるため、市町に納付を求めるもの。市町は納付金を納めるために
必要な保険税必要額を算出し、保険税率を決定して賦課・徴収する。納付金の主な財源は国保税であり、 納付金が上昇すると、
税率等の引き上げが必要となる可能性がある。

２．被保険者数と事業費納付金の推移 ※団塊の世代(昭和22年〜24年）が後期高齢者医療制度に移行

年  度 R2 R3 R4※ R5※ R6※ R7 R7-R2
 被保険者数(3月末） 22,325 21,623 20,408 19,439 18,240 17,403 -4,922

前年度比 -23 -702 -1,215 -969 -1,199 -837

年  度 R2 R3 R4 R5 R6 R7★ R8予算★
 納付金額（医・後・介） 3,093,996,925 2,984,557,368 2,892,640,922 2,812,974,146 2,725,967,418 2,739,913,534 2,829,033,000

前年度比 -62,814,232 -109,439,557 -91,916,446 -79,666,776 -87,006,728 13,946,116 89,119,466
     ★事業費納付金は、被保険者数の減少に伴い減少してきたが、令和７年度から増加に転じている R8は子ども分除く

（事業費納付金が増加している主な理由）
・物価高騰や人件費高騰を反映した診療報酬の改訂による医療費の増(R8：＋2.41％、R9：＋3.77％）
・前期高齢者(65〜74歳）加入者見込数の減少(団塊の世代が後期高齢者へ移行等）による前期高齢者交付金の減
・高額医療費負担金のレセプト基準引き上げ(80万⇒90万以上）による国庫負担の減(今後、更なる見直しが検討されている）
・出産育児一時金にかかる一般会計繰入金(支給額の2/3）の廃止(R8年度より）

３．令和８年度事業費納付金算定にかかる、前期高齢者交付金の算定誤りについて
厚生労働省からの連絡により、全国で令和８年度納付金算定に用いた「国保事業費納付金等算定標準システム」において、前期
高齢者交付金の制度改正にかかるシステム改修で、不備があったことが判明した。その結果、香川県では、市町が負担すべき納付
金額が必要額より低く算定され、県全体で納付金総額が約6億5千万円不足する事態となっている。
  ※不足する６億5千万円のうち、丸亀市負担額・・・約7,470万円(令和８年度納付金における丸亀市分の割合11.5％より推定）
   (令和８年度納付金）28億2, 903万3千円＋(不足額）約7,470万円＝約29億373万3千円（前年度比＋1億6381万円）
【香川県の対応】
・令和８年度に不足する額は、香川県が財政安定化基金を取り崩して対応予定。取り崩した分については、 令和10年度から12年度
の３年間にわたり、不足額の３分の１ずつを市町納付金に加算して徴収し 、県基金に積みなおす予定。

４．令和９年度以降の事業費納付金について
診療報酬改定に伴う医療費の増加や国庫負担金の減少などを勘案すると、事業費納付金は当面、上昇していくと見込まれる。



【報告第1号】参考資料③
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（単位：千円） 　 （単位：千円） 　

令和６年度
予算現額

令和６年度
決算額

令和７年度
予算現額

令和７年度
決算額

前年度決算
差引額

前年度決算
対比（％）

令和６年度
予算現額

令和６年度
決算額

令和７年度
予算現額

令和７年度
決算額

前年度決算
差引額

前年度決算
対比（％）

3,100 2,588 2,700 1,930 ▲ 658 74.57% １　報　　　酬 17,727 16,158 19,398 18,051 1,893 111.72%

1,000 985 950 1,199 214 121.73% ２　給　　  料 6,539 5,569 11,154 11,146 5,577 200.14%

15,900 10,750 11,500 9,591 ▲ 1,159 89.22% ３　職員手当等 20,256 17,277 28,595 24,645 7,368 142.65%

410 334 210 361 27 108.08% ４　共  済  費 3,905 2,363 6,031 4,455 2,092 188.53%

3,000 3,307 2,200 2,899 ▲ 408 87.66% ７　報　償　費 1,133 1,068 628 627 ▲ 441 58.71%

3,200 2,447 2,550 2,238 ▲ 209 91.46% ８　旅　    費 2,982 2,135 2,353 2,075 ▲ 60 97.19%

26,610 20,411 20,110 18,218 ▲ 2,193 89.26% 10　需　用　費 6,891 3,571 7,011 3,068 ▲ 503 85.91%
手
数
料

１　文　書　料 50 133 105 184 51 138.35% 11　役　務　費 2,684 1,564 1,745 1,287 ▲ 277 82.29%

50 133 105 184 51 138.35% 12　委　託　料 8,419 5,025 2,549 2,539 ▲ 2,486 50.53%

86,850 62,743 114,475 88,508 25,765 141.06% 13　使用料及び賃借料 112 81 112 97 16 119.75%

390 311 310 255 ▲ 56 81.99% 14　工事請負費 2,000 1,947 0 0 ▲ 1,947 ―

0 0 0 0 0 ― 17　備品購入費 200 35 200 39 4 111.43%

2,000 2,000 0 0 ▲ 2,000 ― 18　負担金補助 845 528 845 715 187 135.42%

115,900 85,598 135,000 107,165 21,567 125.20% 26　公　課　費 0 0 20 13 13 ―

小　　計 73,693 57,321 80,641 68,757 11,436 119.95%

0 0 0 0 ― ― 12　委　託　料 0 0 500 495 495 ―

14　工事請負費 0 0 9,300 8,339 8,339 ―

小　　計 0 0 9,800 8,834 8,834 ―

73,693 57,321 90,441 77,591 20,270 135.36%

10　需　用　費 800 0 800 0 0 ―

12　委　託　料 2,468 2,026 2,508 2,120 94 104.64%

13　使用料及び賃借料 3,600 2,570 3,682 2,616 46 101.79%

17　備品購入費 4,550 3,429 1,100 599 ▲ 2,830 ―

小　　　　計 11,418 8,025 8,090 5,335 ▲ 2,690 66.48%

10　需　用　費 16,800 9,220 16,800 7,701 ▲ 1,519 83.52%

11　役　務　費 1,846 1,026 1,853 877 ▲ 149 85.48%

小　　　　計 18,646 10,246 18,653 8,578 ▲ 1,668 83.72%

10　需　用　費 1,080 791 1,200 698 ▲ 93 88.24%

13　使用料及び賃借料 846 0 846 211 211 #DIV/0!

小　　　　計 1,926 791 2,046 909 118 114.92%

31,990 19,062 28,789 14,822 ▲ 4,240 77.76%

元　　　金 8,929 8,928 14,486 14,485 5,557 162.24%

利　　　子 288 287 284 267 ▲ 20 93.03%

1,000 0 1,000 0 0 ―

115,900 85,598 135,000 107,165 21,567 125.20%
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報告第２号　令和７年度丸亀市国民健康保険診療所（広島・本島診療所）特別会計決算について
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報告第３号 葬祭費（国民健康保険）支給額の県内統一について 

１．葬祭費とは 

葬祭費は、国民健康保険被保険者が亡くなられたとき、葬祭を行った方に対し、申請によ

り医療保険者から支給するもの。丸亀市国民健康保険条例第 6 条第 1 項により、支給額は

「５万円」と定められている。 

 

２．葬祭費（国民健康保険）の支給額の県内統一 

 葬祭費の支給額は、令和６年度から香川県内で「３万円」に統一されている。ただし、経過

措置として令和８年度末まで統一を遅らせることが可能であり、丸亀市は、支給額を「５万円」

のままとしている。 

⇒ 令和９年度からは「３万円」に引き下げる必要あり  

 

３．県内統一とする理由  

 国民健康保険は、平成３０年４月の制度改革により県単位化されたが、国保税の税率や実

施しているサービスの内容は、市町ごとに異なっている。国は、保険料水準の統一（※）を全

国で進める方針であり、香川県においても、統一の目標年度である令和 18 年度までに、サ

ービスの共通化を進めている。その一環として葬祭費の支給額を３万円に統一するもの。 

 

（※）保険料水準の統一 

同一所得・同一世帯であれば、都道府県内のどの市町に住所を有していても、同一料率・同一料額と

なる状態のこと。厚生労働省は、国保制度改革後、都道府県内の保険給付を管内の全市町村、全被保

険者で支え合う仕組みとなっていることから、都道府県内のどこに住んでいても、同じ保険給付を同じ保

険料負担で受けられるのが望ましいとしている。（保険料水準統一加速化プラン（第２版）より） 

 

４．県内市町の葬祭費支給額（令和 8 年４月１日現在） 

支給額・・・３万円（13 市町） 

５万円（丸亀市ほか 3 市町） 

 

5．本市の対応 

 令和９年度から、葬祭費支給額を「３万円」とする。 

       ※本市以外の３市町も、令和９年度から「３万円」に改正予定 

【資料３】 葬祭費の県内統一について 



報告第4号

健康保険法等の一部を改正する法律
（令和８年法律第31号）の成立について

①一部保険外療養の創設（OTC類似薬の保険給付の見直し）
②出産の標準的な費用にかかる給付体系の見直し
③子どもの均等割（国保税）の５割軽減措置対象者拡充（高校生年代まで）
④高額療養費制度の考慮事項の明確化（長期療養者の家計への影響を考慮）

出典：厚生労働省「第211・212回社会保障審議会医療保険部会資料」より抜粋
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【その他】子ども・子育て支援金  

 

             子ども・子育て支援金について 

１．令和８年度 子ども・子育て支援金について（令和７年度の振り返り） 

①所得割：0.26％  ②均等割：1,107 円 ③18 歳以上均等割：60 円  

④平等割：716 円  賦課限度額 30,000 円  

※子ども・子育て支援金制度は、令和８～10 年度にかけて段階的に制度が構築    

されるため、令和 10 年度までは、支援納付金額が上昇する 

～運営協議会における審議～ 

・第１回 令和７年 7 月 31 日（木） 子ども・子育て支援金にかかる賦課方式・税率等につ

いて、市から運営協議会に諮問 

・第２回 令和７年 12 月 18 日（木） 県からの仮算定通知による子ども・子育て支援納付金

額と税率等について、市から説明 

・第３回 令和８年 1 月 29 日（木） 県からの本算定通知による子ども・子育て支援納付金と

税率等について、市から説明。答申書の内容を決定 

・答申書提出 令和８年 2 月 9 日（月）  国保運営協議会 和田会長より、松永市長へ答

申書提出 

＜答申の内容＞ 

（１）賦課方式について・・・・３方式（所得割・均等割・平等割）とすること。 

（２）税率等について・・・・・・香川県が丸亀市に示す標準保険料率を基本とすること。 

 

２．周知・広報について 

・ホームページ・・・子ども・子育て支援金制度の概要、税率等について記事を掲載 

・市広報・・・令和 8 年 5 月号（制度概要）、7 月号（制度及び税率等）に記事を掲載 

・国保加入世帯への周知・・・子ども・子育て支援金に関する説明を、納税通知書に同封す

る「令和８年度 国民健康保険税について」に掲載し、国保加

入者のいる全世帯へ送付 

 

３．令和９年度 子ども・子育て支援金の税率等について 

   令和９年度の子ども・子育て支援金の税率等について、答申書のとおり賦課方式は  

３方式、税率等は県が示す標準保険料率を基本とする。 

・令和８年 11 月中旬頃・・・香川県から仮算定通知 

・令和９年１月中旬頃・・・・ 香川県から本算定通知 



概要版 

令和6年3月 

 

丸亀市国民健康保険 

第3期データヘルス計画・第4期特定健康診査等実施計画 

-概要版- 
令和6年度（2024年）〜令和11年度（2029年） 

 
 

1 基本的事項 

1.データヘルス計画の主旨と他計画との整合性 

データヘルス計画 特定健康診査等実施計画 

「日本再興戦略」において、「全ての健康保険組合に対し、レ

セプト等のデータの分析、それに基づく加入者の健康保持増進の

ための事業計画として「データヘルス計画」の作成・公表、事業

実施、評価等の取組を求める」ことが掲げられた。これを踏ま

え、PDCAサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業の実施を

図るための保健事業の実施計画（データヘルス計画）を策定す

る。 

平成20年度より「高齢者の医療の確保に関する法律」（昭和57

年法律第80号）に基づき、特定健康診査・特定保健指導の実施が

義務付けられた。同法律に基づき作成された特定健康診査等基本

方針に基づき、実施計画を策定する。 

データヘルス計画の目的 

健康寿命の延伸と生活の質（QOL）の向上及び医療費の適正化を図る 

他計画との位置づけ 

本計画は健康増進法に基づく「基本的な方針」を踏まえるとともに、健康増進計画や医療費適正化計画、介護保険事業（支援）

計画、高齢者保健事業の実施計画及び国民健康保険運営方針と調和のとれたものとする。 

関係者連携 

国保担当が中心となって、関係部局や関係機関の協力を得て、保険者の健康課題を分析し、計画を策定する。また、後期高齢者

医療担当や介護保険担当、生活保護（福祉事務所）担当と連携してそれぞれの健康課題を共有するとともに、後期高齢者や生活保

護受給者の健康課題も踏まえて保健事業を展開する。 

計画の評価 個別事業の評価 

設定した計画の評価指標に基づき、KDBシステム等を活用し、

計画の最終年度のみならず、中間時点等計画期間の途中で進捗確

認及び中間評価を実施する。  

設定した保健事業ごとの評価指標に基づき、KDBシステム等を

活用し、毎年度、評価を実施し、必要に応じて次年度の保健事業

の実施内容等の見直しを行う。 

2.データヘルス計画の構成 

基本構成 

計画策定に際しては、まず、KDBシステムや公的統計等を用いて死亡、介護、医療、健診などの関連データを分析し、地域におけ

る健康課題を抽出する。健康課題の整理に際しては、以下の生活習慣病の進行イメージに沿って、特に保健事業における介入によ

り予防可能な疾患に着目する。 

次に、整理した健康課題及び前期計画の振り返りを踏まえ、計画目的及び目標を設定した上で、目標達成のために取り組むべき

保健事業の優先順位付けを行い、各事業の評価指標を設定する。 

生活習慣病の進行イメージ 

不健康な生活習慣 ▶ 
生活習慣病予備群 

メタボリックシンドローム 
▶ 生活習慣病 ▶ 

生活習慣病重症化 

死亡・介護 

【出典】厚生労働省 新たな健診・保健指導と生活習慣病対策 ※本紙P.17  

  



2 健康課題の抽出～目的・目標の設定 

1. 死亡・介護・生活習慣病重症化（入院医療・外来（透析）） 

【平均余命・平均自立期間】 

男性の平均余命は81.0年で、国・県より短い。国と比較すると、-0.7年である。女性の平均余命は87.2年で、国・県より短い。

国と比較すると、-0.6年である。 

男性の平均自立期間は79.8年で、国・県より短い。国と比較すると、-0.3年である。女性の平均自立期間は84.6年で、国・県よ

り長い。国と比較すると、+0.2年である。 

平均余命・平均自立期間 ※本紙P.4  

  
 

【死亡】 

令和3年の生活習慣病における重篤な疾患の死亡者数及び総死亡者数に占める割合は「虚血性心疾患」32人（2.5%）、「脳血管疾

患」84人（6.5%）、「腎不全」25人（1.9%）となっている。 

平成25年から29年の標準化死亡比は、「急性心筋梗塞」76.7（男性）94.0（女性）、「脳血管疾患」98.7（男性）78.1（女

性）、「腎不全」114.2（男性）113.8（女性）となっている。 

死亡割合_上位15疾患 ※本紙P.18  標準化死亡比（SMR） ※本紙P.19  

 

死因 

標準化死亡比（SMR） 

丸亀市 
国 

男性 女性 

急性心筋梗塞 76.7 94.0 100 

脳血管疾患 98.7 78.1 100 

腎不全 114.2 113.8 100 
 

 

【介護】 

要介護認定者の有病割合をみると、「心臓病」は63.3%、「脳血管疾患」は24.1%となっている。 

要介護認定者の有病割合 ※本紙P.22  

疾病名 
要介護・要支援認定者（1・2号被保険者） 

国 県 同規模 
該当者数（人） 割合 

糖尿病 1,346 23.3% 24.3% 26.5% 23.6% 

高血圧症 3,160 55.4% 53.3% 56.6% 52.5% 

脂質異常症 1,916 33.7% 32.6% 34.1% 31.8% 

心臓病 3,595 63.3% 60.3% 65.0% 59.3% 

脳血管疾患 1,345 24.1% 22.6% 23.7% 22.6% 

がん 730 12.2% 11.8% 12.3% 11.2% 

精神疾患 2,262 40.5% 36.8% 41.3% 36.1% 

うち_認知症 1,505 26.7% 24.0% 27.7% 23.6% 

アルツハイマー病 1,198 21.4% 18.1% 23.1% 17.8% 

筋・骨格関連疾患 3,339 58.7% 53.4% 59.0% 52.1% 
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4.0% 3.3% 3.2% 2.7% 2.6% 2.5% 2.3% 2.0% 1.9% 1.4% 1.4% 



【生活習慣病重症化】入院医療・外来（透析） 

「虚血性心疾患」及び「脳血管疾患」を含む「循環器系の疾患」の入院医療費は入院医療費全体の14.7% を占めており、「腎不

全」の外来医療費は、外来医療費全体の8.9%を占めている。 

生活習慣病における重篤な疾患のうち「虚血性心疾患」及び「脳血管疾患」の入院受診率はいずれも国より高く、「慢性腎臓病

（透析あり）」の受診率は国より低い。 

疾病分類（大分類）別_入院医療費_循環器系の疾患 ※本紙P.25  疾病分類（中分類）別_外来医療費_腎不全 ※本紙P.29  

疾病分類（大分類） 医療費（円） 入院医療費に占める割合 

循環器系の疾患 547,345,920 14.7% 
 

疾病分類（中分類） 医療費（円） 外来医療費に占める割合 

腎不全 442,646,050 8.9% 
 

受診率（被保険者千人当たりレセプト件数）_生活習慣病における重篤な疾患 ※本紙P.32  

重篤な疾患 丸亀市 国 国との比 

虚血性心疾患 5.4 4.7 1.14 

脳血管疾患 12.7 10.2 1.24 

慢性腎臓病（透析あり） 30.2 30.3 0.99 
 

 

 

2.生活習慣病 

【生活習慣病】外来医療、健診受診者のうち、受診勧奨対象者 

生活習慣病基礎疾患の外来医療費に占める割合は「糖尿病」が9.7%、「高血圧症」が4.8%、「脂質異常症」が2.7%となってい

る。 基礎疾患及び「慢性腎臓病（透析なし）」の外来受診率は、「脂質異常症」が国より低い。 

疾病分類（中分類）別_外来医療費_基礎疾患（男女合計） ※本紙P.29  

疾病分類（中分類） 医療費（円） 外来医療費に占める割合 

糖尿病 482,087,980 9.7% 

高血圧症 240,708,960 4.8% 

脂質異常症 135,039,360 2.7% 
 

 

受診率（被保険者千人当たりレセプト件数）_基礎疾患 ※本紙P.32  

基礎疾患及び 

慢性腎臓病（透析なし） 
丸亀市 国 国との比 

糖尿病 766.4 651.2 1.18 

高血圧症 947.5 868.1 1.09 

脂質異常症 505.9 570.5 0.89 

慢性腎臓病（透析なし） 21.8 14.4 1.51 
  

受診勧奨対象者のうち服薬が確認されていない人の割合は、血糖ではHbA1cが6.5%以上であった人の25.3%、血圧ではⅠ度高血圧

以上であった人の49.7%、脂質ではLDL-C140mg/dl以上であった人の81.1%、腎機能ではeGFR45ml/分/1.73m2未満であった人の17.3%

である。 

特定健診受診者における受診勧奨対象者（血糖・血圧・脂質・腎機能）の服薬状況 ※本紙P.49  

血糖（HbA1c） 該当者数（人） 服薬なし（人） 服薬なし_割合 

6.5%以上7.0%未満 308 108 35.1% 

7.0%以上8.0%未満 154 20 13.0% 

8.0%以上 76 8 10.5% 

合計 538 136 25.3% 
 

血圧 該当者数（人） 服薬なし（人） 服薬なし_割合 

Ⅰ度高血圧 1,306 642 49.2% 

Ⅱ度高血圧 364 193 53.0% 

Ⅲ度高血圧 63 27 42.9% 

合計 1,733 862 49.7% 
 

脂質（LDL-C） 該当者数（人） 服薬なし（人） 服薬なし_割合 

140mg/dL以上 

160mg/dL未満 
901 742 82.4% 

160mg/dL以上 

180mg/dL未満 
371 302 81.4% 

180mg/dL以上 194 145 74.7% 

合計 1,466 1,189 81.1% 
 

腎機能（eGFR） 該当者数（人） 服薬なし（人） 服薬なし_割合 

30ml/分/1.73m2以上 

45ml/分/1.73m2未満 
85 17 20.0% 

15ml/分/1.73m2以上 

30ml/分/1.73m2未満 
16 1 6.3% 

15ml/分/1.73m2未満 3 0 0.0% 

合計 104 18 17.3% 
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1.0  

虚血性心疾患 慢性腎臓病（透析あり） 

受
診
率
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3.生活習慣病予備群・メタボリックシンドローム 

【生活習慣病予備群】メタボ該当者・メタボ予備群該当者 

令和4年度特定健診受診者の内、メタボ該当者は1,298人（23.0%）であり、県より低いが、国より高い。メタボ予備群該当者は62

9人（11.1%）であり、国と同程度で、県より高い。 令和4年度と令和1年度の該当者割合を比較すると、メタボ該当者の割合は2.5

ポイント増加しており、メタボ予備群該当者の割合は0.3ポイント増加している。 

メタボ該当者数・メタボ予備群該当者数 ※本紙P.41  丸亀市 

 

丸亀市 国 県 

対象者数

（人） 
割合 割合 割合 

メタボ該当者 1,298 23.0% 20.6% 23.2% 

メタボ予備群該当者 629 11.1% 11.1% 10.4% 
 

 
 

4.不健康な生活習慣  

【生活習慣】特定健診受診率・特定保健指導実施率 

令和4年度の特定健診受診率は38.4%で、令和3年度までの受診

率でみると国より高く県より低い。 

特定健診受診率（法定報告値） ※本紙P.37  

 
 

令和4年度の特定保健指導実施率は16.0%で、令和3年度までの

実施率でみると国・県より低い。 

特定保健指導 実施率（法定報告値） ※本紙P.44  

 
 

【生活習慣】質問票の回答割合 

令和4年度の特定健診受診者の内、国や県と比較して「20歳時体重から10kg以上増加」「食べる速度が速い」の回答割合が高い。 

質問票項目別回答者の割合 ※本紙P.50  
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5.健康課題の整理 

考察  健康課題 

◀重症化予防 

保健事業により予防可能な重篤疾患をみると、丸亀市では虚血性心疾

患・脳血管疾患の死因割合・SMRとも国と比べて同等もしくは低い。虚

血性心疾患や脳血管疾患の入院受診率は国と比べて高いことから、同疾

患は、国と比べて多く発生はしているものの、治療により死亡は抑制で

きている可能性が考えられる。 

一方で腎不全のSMRは国と比べて高い。腎不全の入院および外来受診率

や入院および外来医療費は国と比べて高い水準にあるため、これらの疾

患の発生頻度が高く死亡につながっていると考えられる。 

外来治療の状況と合わせて見ると、虚血性心疾患・脳血管疾患・腎不全

の原因となる動脈硬化を促進する糖尿病・高血圧症の外来受診率が国と

比べて高いが、脂質異常症はやや低い。さらに、特定健診受診者におい

ては、血糖・血圧・脂質に関して受診勧奨判定値を上回っていて該当疾

患に関する服薬が出ていないものが血糖（HbA1c6.5%以上）では約3割、

血圧（Ⅰ度高血圧以上）では約5割、血中脂質（LDL-C140mg/dL以上）で

は約8割存在している。 

これらの事実から、基礎疾患の有病者が外来治療に適切につながってい

ない結果、生活習慣病が重症化し、脳心血管疾患、糖尿病、および慢性

腎臓病の発症につながっている可能性が考えられる。 

▶ 

#1 

腎不全等重篤な疾患の発症を防ぐことを目的に、健診を受診し

受診勧奨判定値を超えたものに対して適切な医療機関の受診を

勧奨することが必要。 

 

◀発症予防 

特定健診受診者のうちメタボリックシンドローム該当者割合は国と比べ

て高く、経年でみるとやや上昇している。有所見者についても、特に血

糖・脂質において国と比べて高い割合となっている。一方で、特定保健

指導実施率は最新年度において国と比べて低く、経年で見ると低下して

いることから、特定保健指導の実施率が高まることで、メタボリックシ

ンドローム該当者・予備群該当者を減少させられ、生活習慣病への移行

を抑止できる可能性が考えられる。 

▶ 

#2 

メタボリックシンドローム該当者・予備群該当者を減少させる

ことを目的に、特定保健指導の実施率を向上することが必要。 

◀一次予防 

特定健診受診率は、経年でみるとやや上昇している。 

一方、特定健診未受診者の内、約2割が生活習慣病の治療を受けておら

ず、本来医療機関受診勧奨や特定保健指導による介入が必要な人を特定

健診で捉えられていない可能性が考えられる。 

▶ 

#3 

今以上に適切に特定保健指導や重症化予防事業につなぐことを

目的に、特定健診等各種健(検)診の受診率をさらに向上するこ

とが必要。 

◀健康づくり 

特定健診受診者における質問票の回答割合を見ると、男女ともに食べる

速度が速い人の割合が国と比べて多いことから、このような生活習慣が

継続した結果、高血糖や高血圧、脂質異常の状態に至り、動脈硬化が進

行し、最終的に脳心血管疾患や慢性腎臓病の発症に至る可能性が考えら

れる。 

▶ 

#4 

生活習慣病の進行、重篤疾患の発症を防ぐことを目的に、被保

険者における食習慣、運動習慣の改善が必要。 

◀一体的実施 

介護認定者における有病割合を見ると、糖尿病、高血圧・脂質異常症と

いった基礎疾患、心臓病、脳血管疾患といった重篤な疾患は前期高齢者

に比べ後期高齢者の方が多い。また、医療費の観点では、高血圧症、脳

梗塞、心筋梗塞の医療費の総医療費に占める割合が国保被保険者よりも

後期高齢者の方が高い。 

これらの事実から、国保被保険者への生活習慣病の重症化予防が、後期

高齢者における重篤疾患発症の予防につながる可能性が考えられる。 

▶ 

#5 

将来の重篤な疾患の予防のために国保世代への重症化予防が必

要。 

◀服薬適正・医療費適正化 

重複服薬者が265人、多剤服薬者が53人と、医療費適正化・健康増進の

観点で服薬を適正化すべきと考える人が一定数存在する可能性がある。

また、後発医薬品の使用割合は76.6%であり、県と比較して0.8ポイント

低い。 

▶ 

#6 

重複・多剤服薬者に対して服薬の適正化が必要。後発医薬品の

さらなる利用促進が必要。 

 

  



5.データヘルス計画の目標と個別保健事業 

◀一次予防 

記載事項 主な項目 開始時 目標値 

目標 

特定健康診査受診率向上 38.4％ 60％ 

アンケート調査で胃がん・大腸がん・肺がん・子宮頸が

ん・乳がん検診を受診したと回答した者の割合の向上 
33.3％ 60％ 

歯周病検診受診率向上 16.4％ 毎前年度より増 

COPDの認知度向上 42.3％ 80％ 

記載事項 健康課題 主な保健事業名 新規/継続 事業アウトカム指標 

個別保健事業 

＃3 特定健康診査受診率向上事業 継続 特定健康診査受診率 

＃3 

がん検診受診率向上事業 

継続 アンケート調査で胃がん・

大腸がん・肺がん・子宮頸

がん・乳がん検診を受診し

たと回答した者の割合 

＃3 歯周病検診受診率向上事業 継続 歯周病検診受診率 

＃3 COPD（慢性閉塞性肺疾患） 

早期発見を目的とする啓発事業 

継続 
COPDの認知度 

◀発症予防 

記載事項 主な項目 開始時 目標値 

目標 
特定保健指導実施率向上 16.6％ 60％ 

内臓脂肪症候群・予備群の割合減少 34.0％ 29％ 

記載事項 健康課題 主な保健事業名 新規/継続 事業アウトカム指標 

個別保健事業 ＃2 特定保健指導実施率向上事業 継続 
内臓脂肪症候群・予備群の

割合 

◀重症化予防 

記載事項 主な項目 開始時 目標値 

目標 

指導実施完了者の糖尿病性腎症における新規透析導入患

者数の減少（糖尿病性腎症重症化予防事業） 
2人 0人 

対象者の医療機関受診率向上（慢性腎臓病対策事業） 37.8％ 50％ 

対象者の保健指導実施率向上（KKDA糖尿病治療中断者等

への受診勧奨事業） 
100％ 100％ 

対象者の医療機関受診率向上（KKDA歯科受診勧奨事業） 5.9％ 15％ 

記載事項 健康課題 主な保健事業名 新規/継続 事業アウトカム指標 

個別保健事業 

＃1 糖尿病性腎症重症化予防事業 継続 

指導実施完了者の糖尿病性

腎症における新規透析導入

患者数 

＃1 慢性腎臓病対策事業 継続 対象者の医療機関受診率 

＃1 KKDA糖尿病治療中断者等への受診勧奨事業 継続 対象者の保健指導実施率 

＃1 KKDA歯科受診勧奨事業 継続 対象者の医療機関受診率 

 

  



◀適正服薬・医療費適正化 

記載事項 主な項目 開始時 目標値 

目標 
ジェネリック医薬品普及率（金額シェア）の向上 - 

国が目標値を設定次第、そ

れに合わせて設定 

重複・頻回受診者数、重複服薬者数の減少 471人 424人 

記載事項 健康課題 主な保健事業名 新規/継続 事業アウトカム指標 

個別保健事業 

＃6 ジェネリック医薬品使用促進事業 継続 
ジェネリック医薬品普及率

（金額シェア） 

＃6 受診行動適正化指導事業 継続 
重複・頻回受診者数、重複

服薬者数 

◀一体的実施 

記載事項 主な項目 開始時 目標値 

目標 参加者の主観的健康観の維持・向上 - 100% 

記載事項 健康課題 主な保健事業名 新規/継続 事業アウトカム指標 

個別保健事業 ＃5 居場所づくり事業 新規 
参加者の主観的健康観の維

持・向上 

 


















